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決 算 公 告

宮城県栗原市高清水来光沢２０番地

伊藤ハムデイリー株式会社

第49期 (2022年３月期)



（単位：千円)

金 額 金 額

流動資産 7,586,277 流動負債 6,767,450

現金及び預金 22,360 買掛金 2,577,867

電子記録債権 15,428 リース債務 36,063

売掛金 4,646,941 未払金 1,143,600

商品及び製品 996,927 未払費用 111,142

仕掛品 113,687 未払法人税等 23,844

原材料 1,621,940 預り金 14,580

貯蔵品 36,747 関係会社預り金 2,415,523

前払費用 17,557 賞与引当金 433,646

未収金 24,647 役員賞与引当金 11,182

未収還付法人税等 525

未収還付消費税等 87,445

その他 2,068

固定資産 3,169,504 固定負債 1,071,934

 有形固定資産 2,620,693 リース債務 86,451

建物 186,463 退職給付引当金 969,898

構築物 96,677 資産除去債務 14,184

機械装置 2,167,210 その他 1,400

車輌運搬具 9,465

工具器具備品 40,537

土地 8,314 7,839,385

リース資産 112,024

株主資本 2,902,002

 無形固定資産 17,104 　資本金 400,000

ソフトウェア 3,698 　資本剰余金 438,297

電話加入権 13,405 　　資本準備金 -

　　その他資本剰余金 438,297

 投資その他の資産 531,707 　利益剰余金 2,063,704

投資有価証券 77,544 　　利益準備金 125,000

繰延税金資産 427,825 　　その他利益剰余金 1,938,704

出資金 15,735 　　　繰越利益剰余金 1,938,704

その他 10,603 評価・換算差額等 14,394

　その他有価証券評価差額金 14,394

2,916,396

10,755,781 10,755,781

(注)記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

資 産 合 計

純 資 産 合 計

負債・純資産 合計

純 資 産 の 部

負 債 合 計

貸 借 対 照 表

科 目 科 目

資 産 の 部 負 債 の 部

( 2022年3月31日現在　）



重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．　資産の評価基準及び評価方法
(1)その他有価証券

市場価格のない株式等

以外のもの （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

(2)棚卸資産

商品及び製品

仕掛品,原材料及び貯蔵品

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

（リース資産を除く）

無形固定資産

（リース資産を除く）

リース資産

３．　引当金の計上基準
貸倒引当金

賞与引当金

役員賞与引当金

退職給付引当金

厚生年金基金解散損失引当金

４．　収益及び費用の計上基準 商品又は製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による販売であり、顧客との

販売契約に基づいて商品又は製品を引き渡す履行義務を負っております。

当該履行義務は、国内販売については、出荷時から当該製品の支配が顧客に

移転される時までの期間が通常の期間であるため、商品又は製品の出荷時点において

充足されると判断し、出荷時点で収益を認識しております。国外への販売については、

輸出の取引条件による在庫の保有に伴うリスクが顧客に移転する時点で収益を

認識しております。

決算日の市場価格等に基づく時価法

先入先出法による原価法
（ただし、販売用食肉は、月別移動平均法による原価法）

月別移動平均法による原価法

定率法

ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）及び、2016年4月1日以降に取
得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。

定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいて
おります。

売上債権等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し
ております。

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（１２年）に
よる定額法により費用処理しております。

従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

役員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数（１２年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理して
おります。

厚生年金基金解散に伴い発生が見込まれる損失に備えるため、解散時の損失等の当事業年度
末における合理的な見積額を計上しております。

移動平均法による原価法

注 記 事 項

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法
については、給付算定式基準によっております。

･数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法



５．　その他計算書類作成のための基本となる事項

(1) 連結納税制度の適用

(2) 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算税制へ移行することとなります。

ただし、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設された

グループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の

見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に

係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）

第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第28号2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金

負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。なお、翌事業年度の

期首から、グループ通算制度を適用する場合における法人税及び地方法人税並びに

税効果会計の会計処理及び開示の取扱いを定めた「グループ通算制度を適用する場合の

会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）を

適用する予定であります。

会計方針の変更

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を

当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりであります。

・顧客に支払われる対価である販売手数料や販促協賛金等について、従来は販売費及び一般管理費に計上しておりまし

たが、売上高から控除する方法に変更しております。

・一部の売上リベートについて、従来は販売時に仮価格で収益を認識し、販売の達成状況に応じて金額の見直しを行って

おりましたが、取引対価の変動部分を見積り、認識した収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り取引価格

に含める方法に変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、

当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、

当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を

当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年

７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって

適用することとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。

当期純損益金額

当期純利益 512,430千円

(注)記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

伊藤ハム米久ホールディングス株式会社は、連結納税制度を適用しており、当社は、その連結
子法人となっております。


